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（参考資料９） 

 

女川防潮堤の特徴と他サイト防潮堤との比較 

 

１．比較の観点 

女川の防潮堤は，鋼管式鉛直壁（一般部），鋼管式鉛直壁（岩

盤部）及び盛土堤防の３つの構造形式に分かれている。鋼管式

鉛直壁（一般部）については長杭（岩盤に支持されている杭）

及び短杭（改良地盤に支持されている杭）の２つの杭仕様があ

り，いずれも鋼管式鉛直壁（岩盤部）と同様に沈下しない設計

としている。盛土堤防はセメント改良土で構築し，岩盤又は改

良地盤に支持させることで，沈下しない設計としている。 

これらの設計において留意すべき事項を整理するため，女川

と他サイト（関西電力㈱高浜発電所，日本原子力発電㈱東海第

二発電所）の防潮堤について，施設構造，施設等を比較し，女

川防潮堤の津波防護施設としての特徴を評価しながら，津波防

護施設としての構造成立性評価の基礎情報として整理するとと

もに，原子力発電所以外の一般施設において女川と類似する設

計事例を調査する。 

また，女川防潮堤を設計するにあたり配慮した内容，構造仕

様の変更などの設計経緯について整理する。 

 

２．構造形式の違いと考察 

各サイトの防潮堤の概要を第 1 図に，他サイト防潮堤との構

造形式の違いに係る考察を第 1 表に示す。 

 

第 1 図 各サイトの防潮堤の概要 

（参考資料１） 

 

防波壁の構造等に関する先行炉との比較 

 

１．比較の観点 

島根原子力発電所の防波壁は，多重鋼管杭式擁壁，鋼管杭式逆

Ｔ擁壁及び波返重力擁壁の3 つの構造型式に分かれている。 

これらの設計において留意すべき事項を整理するため，島根原

子力発電所と先行炉（日本原子力発電(株)東海第二発電所，東北

電力(株)女川原子力発電所及び関西電力(株)美浜発電所）の防潮

堤等について構造等を比較する。 

また，先行炉との比較を踏まえ，先行炉実績との類似点を踏ま

えた設計方針の適用性及び先行炉実績との相違点を踏まえた設計

への反映事項を示す。 

 

２．先行炉との比較 

（１）多重鋼管杭式擁壁 

防波壁のうち多重鋼管杭式擁壁については，岩盤に支持され

た鋼管杭に上部工として被覆コンクリート壁を設置する構造で

あることから，類似する先行炉津波防護施設として，東海第二

発電所における鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁を選定する。そ

れぞれの構造概要を第 1図に示す。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は港湾基準の自立矢板式護岸に

準拠し設計を行う。島根原子力発電所の防波壁（多重鋼管杭式

擁壁）の構造及び設計条件等に関する特徴を示すとともに，東

海第二発電所の鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁と比較を行い，

類似点及び相違点を抽出した。類似点についてはその適用性を，

相違点についてはそれを踏まえた設計への反映事項を，それぞ

れ第 1表のとおり整理した。 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 
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第 1 表 他サイト防潮堤との構造形式の違いによる考察 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1図 構造イメージ（島根原子力発電所 防波壁（多重鋼管杭式

擁壁）及び東海第二発電所 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁） 
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第 1(1) 表 防波壁（多重鋼管杭擁壁）の構造等に関する先行炉と

の比較(1/2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
評
価
項
目

島
根
原
子
力
発
電
所

防
波
壁
（
多
重
鋼
管
杭
式
擁
壁
）

の
構
造
等

先
行
炉
の
構
造
等
※

島
根
原
子
力
発
電
所
と
先
行
炉
と
の
比
較

先
行
炉
実
績
と
の
類
似
点
を

踏
ま
え
た
設
計
方
針
の

適
用
性

先
行
炉
実
績
と
の
相
違
点
を

踏
ま
え
た
設
計
へ
の

反
映
事
項

日
本
原
子
力
発
電
㈱

東
海
第
二
発
電
所

（
鋼
管
杭
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
防
潮
壁
）

類
似
点

相
違
点

防 波 壁 の 構 造

下
部
工
の
構
造

・
鋼
管
杭
は
岩
盤
に
支
持
さ
せ
る
。

・
鋼
管
杭
は
岩
盤
に
支
持
さ
せ
る
。

・
鋼
管
杭
を
岩
盤
に
支
持
。

－
・
同
様
の
支
持
形
態
で
あ
る
。

－

・
上
部
工
か
ら
伝
達
さ
れ
る
荷
重
に
耐
え
る

構
造
と
す
る
た
め
，
鋼
管
杭
（
多
重
鋼
管

杭
）
を
採
用
す
る
。

・
鋼
管
杭
（
単
管
）
を
採
用
す
る
。

－
・
鋼
管
杭
の
構
造
の
違
い

－
・
多
重
鋼
管
杭
が
一
体
と
し
て

挙
動
す
る
こ
と
を
，
水
平
載
荷

実
験
に
よ
り
確
認
し
て
い
る
。

・
鋼
管
杭
の
許
容
限
界
：

（
曲
げ
）
降
伏
モ
ー
メ
ン
ト

（
せ
ん
断
）
せ
ん
断
応
力
度

・
鋼
管
杭
の
許
容
限
界
： 短
期
許
容
応
力
度

－

・
鋼
管
杭
の
許
容
限
界
の
違

い

－

・
鋼
管
杭
の
許
容
限
界
に
つ
い

て
，
道
路
橋
示
方
書
・同
解

説
（
平
成

1
4
年

3
月
）
に
基

づ
き
，
曲
げ
に
つ
い
て
は
降
伏

モ
ー
メ
ン
ト
，
せ
ん
断
に
つ
い
て

は
せ
ん
断
応
力
度
を
そ
れ
ぞ
れ

設
定
し
，
設
計
す
る
。

・
遮
水
性
保
持
の
た
め
に
，
鋼
管
杭
間
に

セ
メ
ン
ト
ミ
ル
ク
を
充
填
す
る
と
と
も
に
，
取

水
路
横
断
部
に
つ
い
て
は
，
杭
間
で
地
盤

改
良
を
実
施
す
る
。

・
遮
水
性
保
持
の
た
め
に
，
海
側
に
シ
ー
ト

パ
イ
ル
を
施
工
す
る
。

－

・
遮
水
性
保
持
を
期
待
す
る

設
備
の
違
い

－
・
今
後
，
３
次
元
静
的
Ｆ
Ｅ

Ｍ
解
析
に
よ
り
セ
メ
ン
ト
ミ
ル
ク

及
び
改
良
地
盤
の
健
全
性
を

確
認
す
る
。

上
部
工
の
構
造

・
鋼
管
杭
間
か
ら
の
津
波
の
浸
水
を
防
止
す

る
観
点
で
，
鋼
管
杭
を
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト

で
被
覆
す
る
。

・
地
震
荷
重
並
び
に
津
波
荷
重
は
，
鋼
管

で
負
担
す
る
設
計
と
し
て
い
る
。

・
鋼
管
杭
間
か
ら
の
津
波
の
浸
水
を
防
止
す

る
観
点
で
，
鋼
管
杭
を
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト

で
被
覆
す
る
。

・
地
震
荷
重
並
び
に
津
波
荷
重
を
全
て
鉄

筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
で
負
担
で
き
る
設
計
と
し
て

い
る
。

－
・
遮
水
性
を
確
保
す
る
部
材

の
設
計
方
針
の
違
い

－

・
今
後
，
３
次
元
静
的
Ｆ
Ｅ

Ｍ
解
析
に
よ
り
セ
メ
ン
ト
ミ
ル
ク

及
び
改
良
地
盤
の
健
全
性
を

確
認
す
る
。

※
先
行
炉
の
情
報
に
係
る
記
載
内
容
に
つ
い
て
は
，
会
合
資
料
等
を
も
と
に
弊
社
の
責
任
に
お
い
て
独
自
に
解
釈
し
た
も
の
で
す
。
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第 1(2) 表 防波壁（多重鋼管杭擁壁）の構造等に関する先行炉と

の比較(2/2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評
価
項
目

島
根
原
子
力
発
電
所

防
波
壁
（
多
重
鋼
管
杭
式
擁
壁
）

の
構
造
等

先
行
炉
の
構
造
等
※

島
根
原
子
力
発
電
所
と
先
行
炉
と
の
比
較

先
行
炉
実
績
と
の
類
似
点
を

踏
ま
え
た
設
計
方
針
の

適
用
性

先
行
炉
実
績
と
の
相
違
点
を

踏
ま
え
た
設
計
へ
の

反
映
事
項

日
本
原
子
力
発
電
㈱

東
海
第
二
発
電
所

（
鋼
管
杭
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
防
潮
壁
）

類
似
点

相
違
点

止 水 対 策

止
水
目
地

・
止
水
目
地
材
と
し
て
，
相
対
変
形
量
に

応
じ
，
ゴ
ム
ジ
ョイ
ン
ト
若
し
く
は
シ
ー
ト
ジ
ョ

イ
ン
ト
を
採
用
す
る
。

・
設
置
箇
所
：
防
波
壁
の
陸
側
に
設
置
す

る
。

・
止
水
目
地
の
許
容
限
界
：

メ
ー
カ
ー
規
格
及
び
今
後
必
要
に
応
じ
て

実
施
す
る
性
能
試
験
に
基
づ
く
許
容
変
形

量
及
び
許
容
水
圧
以
下
と
す
る
。

・
止
水
目
地
材
と
し
て
，
相
対
変
形
量
に

応
じ
，
シ
ー
ト
ジ
ョイ
ン
ト
を
採
用
す
る
。

・
設
置
箇
所
：
防
潮
堤
の
堤
内
側
と
堤
外

側
に
設
置
す
る
。

・
止
水
目
地
の
許
容
限
界
：

許
容
変
形
量
，
許
容
引
張
強
度

・
同
等
の
仕
様
の
止
水
目
地
を

採
用
し
て
い
る
。

・
止
水
目
地
は
，
防
波
壁
の

陸
側
に
設
置
す
る
。

・
同
様
の
止
水
目
地
材
の
採

用
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
先
行

炉
の
止
水
目
地
の
設
計
方

針
が
適
用
可
能
で
あ
る
。

・
止
水
目
地
取
り
換
え
時
に
一

時
的
に
遮
水
性
が
確
保
で
き
な

く
な
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
が
，

耐
用
年
数
が
３
０
年
で
あ
り
，

経
年
劣
化
に
よ
る
取
り
換
え
は

不
要
と
考
え
ら
れ
る
。
万
一
取
り

換
え
の
必
要
が
生
じ
た
場
合
に

つ
い
て
は
，
津
波
襲
来
ま
で
の

時
間
で
取
り
換
え
を
行
う
よ
う
，

今
後
運
用
面
の
手
順
を
整
備

す
る
。

液
状
化
影
響
に
関
す
る

設
計
へ
の
反
映

・
液
状
化
検
討
対
象
層
（
埋
戻
土
（
掘

削
ズ
リ
，
砂
礫
層
）
）
に
対
し
て
，
液
状

化
試
験
結
果
及
び
有
効
応
力
解
析

（
F
L
IP
）
の
簡
易
設
定
法
に
基
づ
き
液

状
化
強
度
特
性
を
設
定
す
る
。

・
液
状
化
検
討
対
象
層
に
対
し
て
，
液
状

化
試
験
結
果
を
踏
ま
え
，
地
盤
を
強
制

的
に
液
状
化
さ
せ
る
条
件
（
豊
浦
標
準

砂
の
考
慮
）
も
含
め
て
保
守
的
な
液
状

化
強
度
特
性
を
設
定
す
る
。

ー

・
液
状
化
強
度
特
性
の
設
定

に
お
い
て
，
有
効
応
力
解

析
（

F
L
IP
）
の
簡
易
設
定

法
を
採
用
し
て
い
る
。

ー

・
簡
易
設
定
法
に
よ
る
液
状
化

強
度
比
が
，
液
状
化
強
度

試
験
に
基
づ
く
液
状
化
強
度

特
性
よ
り
保
守
的
と
な
っ
て
い

る
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。

・
別
途
，
「
地
盤
の
液
状
化
強

度
特
性
」
の
審
査
に
お
い
て
説

明
す
る
。

※
先
行
炉
の
情
報
に
係
る
記
載
内
容
に
つ
い
て
は
，
会
合
資
料
等
を
も
と
に
弊
社
の
責
任
に
お
い
て
独
自
に
解
釈
し
た
も
の
で
す
。
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（２）鋼管杭式逆Ｔ擁壁 

防波壁のうち鋼管杭式逆Ｔ擁壁については，岩盤に支持され

た鋼管杭上に上部工として鉄筋コンクリート壁を設置する構造

であることから，類似する先行炉津波防護施設として，女川原

子力発電所２号炉における防潮壁（RC遮水壁）を選定する。そ

れぞれの構造イメージを第 2図に示す。 

防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）は港湾基準の外郭施設（護岸）

に準拠し設計を行う。島根原子力発電所の防波壁（鋼管杭式逆

Ｔ擁壁）の構造及び設計条件等に関する特徴を示すとともに，

女川原子力発電所 2号炉の防潮壁（RC遮水壁）と比較を行い，

類似点及び相違点を抽出した。類似点についてはその適用性を，

相違点についてはそれを踏まえた設計への反映事項を，それぞ

れ第 2表のとおり整理した。 

 

 

 

第 2図 構造イメージ（島根原子力発電所 防波壁（多重鋼管杭式

擁壁）及び女川原子力発電所２号炉 防潮壁（RC遮水壁）） 
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第 2 表 防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）の構造等に関する先行炉との

比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項
目

島
根
原
子
力
発
電
所

防
波
壁
（
鋼
管
杭
式
逆

T
擁
壁
）

の
構
造
等

先
行
炉
の
構
造
等
※

島
根
原
子
力
発
電
所
と
先
行
炉
と
の
比
較

先
行
炉
実
績
と
の
類
似
点
を

踏
ま
え
た
設
計
方
針
の

適
用
性

先
行
炉
実
績
と
の
相
違
点
を

踏
ま
え
た
設
計
へ
の

反
映
事
項

東
北
電
力
㈱

女
川
原
子
力
発
電
所

2
号
炉

防
潮
壁
（

R
C
遮
水
壁
）

類
似
点

相
違
点

防 波 壁 の 構 造

下
部
工
の
構
造

・
鋼
管
杭
は
岩
盤
に
支
持
さ
せ
る
。

・
杭
頭
部
は
，
ヒ
ン
ジ
結
合
と
し
て
設
計

・
鋼
管
杭
の
許
容
限
界
：

（
曲
げ
）
降
伏
モ
ー
メ
ン
ト

（
せ
ん
断
）
せ
ん
断
応
力
度

・
鋼
管
杭
は
岩
盤
に
支
持
さ
せ
る
。

・
杭
頭
部
は
，
剛
結
合
と
し
て
設
計

・
鋼
管
杭
の
許
容
限
界
：

（
曲
げ
）
降
伏
強
度
以
下

・
鋼
管
杭
を
岩
盤
に
支
持
さ

せ
る
設
計
と
す
る
。

・
鋼
管
杭
の
許
容
限
界
を
降

伏
強
度
に
基
づ
き
設
定
す

る
。

・
杭
頭
部
を
ヒ
ン
ジ
結
合
と
し

て
設
計
し
て
い
る
。

・
許
容
限
界
に
つ
い
て
は
，

降
伏
強
度
に
基
づ
く考
え

方
と
な
っ
て
お
り
，
先
行
炉

の
設
計
方
針
が
適
用
可
能

で
あ
る
。

・
杭
頭
を
剛
結
と
し
た
場
合
に

つ
い
て
も
成
立
性
を
確
認

す
る
。

・
今
後
，
模
型
実
験
に
よ
り

杭
頭
部
の
力
学
挙
動
を

確
認
す
る
。

上
部
工
の
構
造

・
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
製
の
逆

T
擁
壁
を
地
上

部
に
設
置
す
る
。

・
逆

T
擁
壁
（
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
）
の

許
容
限
界
：
短
期
許
容
応
力
度

・
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
製
の
遮
水
壁
を
地
上
部
に

設
置
す
る
。

・
遮
水
壁
の
許
容
限
界
：

（
曲
げ
）
降
伏
耐
力
以
下

（
せ
ん
断
）
せ
ん
断
耐
力
以
下

・
鋼
管
杭
に
支
持
さ
れ
た
鉄

筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
壁
を
地
上

部
に
設
置
す
る
。

ー

・
同
様
の
構
造
で
あ
る
。
先

行
炉
の
上
部
工
の
設
計
方

針
が
適
用
可
能
で
あ
る
。

ー

止 水 対 策

止
水
目
地

・
止
水
目
地
材
と
し
て
，
相
対
変
形
量
に
応

じ
，
ゴ
ム
ジ
ョイ
ン
ト
若
し
くは
シ
ー
ト
ジ
ョイ
ン

ト
を
採
用
す
る
。

・
設
置
箇
所
：
防
波
壁
の
陸
側
に
設
置
す

る
。

・
止
水
目
地
の
許
容
限
界
：

メ
ー
カ
ー
規
格
及
び
今
後
必
要
に
応
じ
て

実
施
す
る
性
能
試
験
に
基
づ
く
許
容
変
形

量
及
び
許
容
水
圧
以
下
と
す
る
。

・
止
水
目
地
材
と
し
て
，
相
対
変
形
量
に
応
じ
，

シ
ー
ト
ジ
ョ
イ
ン
ト
を
採
用
す
る
。

・
設
置
箇
所
：
防
潮
堤
の
堤
内
側
と
堤
外
側

に
設
置
す
る
。

・
止
水
目
地
の
許
容
限
界
：

許
容
変
形
量
，
許
容
引
張
強
度

・
同
等
の
仕
様
の
止
水
目
地

を
採
用
し
て
い
る
。

・
止
水
目
地
は
，
防
波
壁

の
陸
側
に
設
置
す
る
。

・
同
様
の
止
水
目
地
材
の
採

用
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
先
行

炉
の
止
水
目
地
の
設
計
方

針
が
適
用
可
能
で
あ
る
。

・
止
水
目
地
取
り
換
え
時
に

一
時
的
に
遮
水
性
が
確
保

で
き
な
く
な
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ

る
が
，
耐
用
年
数
が
３
０

年
で
あ
り
，
経
年
劣
化
に
よ

る
取
り
換
え
は
不
要
と
考
え
ら

れ
る
。
万
一
取
り
換
え
の
必

要
が
生
じ
た
場
合
に
つ
い
て
は
，

津
波
襲
来
ま
で
の
時
間
で
取

り
換
え
を
行
う
よ
う
，
今
後
運

用
面
の
手
順
を
整
備
す
る
。

液
状
化
影
響
に
関
す
る

設
計
へ
の
反
映

・
液
状
化
検
討
対
象
層
（
埋
戻
土
（
掘
削

ズ
リ
，
砂
礫
層
）
）
に
対
し
て
，
液
状
化

試
験
結
果
及
び
有
効
応
力
解
析

（
F
L
IP
）
の
簡
易
設
定
法
に
基
づ
き
液

状
化
強
度
特
性
を
設
定
す
る
。

・
液
状
化
検
討
対
象
層
に
対
し
て
，
液
状
化

試
験
結
果
を
踏
ま
え
，
地
盤
を
強
制
的
に
液

状
化
さ
せ
る
条
件
（
豊
浦
標
準
砂
の
考

慮
）
も
含
め
て
保
守
的
な
液
状
化
強
度
特

性
を
設
定
す
る
。

ー

・
液
状
化
強
度
特
性
の
設

定
に
お
い
て
，
有
効
応
力

解
析
（

F
L
IP
）
の
簡
易

設
定
法
を
採
用
し
て
い
る
。

ー

・
簡
易
設
定
法
に
よ
る
液
状

化
強
度
比
が
，
液
状
化
強

度
試
験
に
基
づ
く液
状
化

強
度
特
性
よ
り
保
守
的
と

な
っ
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
て

い
る
。

・
別
途
，
「
地
盤
の
液
状
化

強
度
特
性
」
の
審
査
に
お
い

て
説
明
す
る
。

※
先
行
炉
の
情
報
に
係
る
記
載
内
容
に
つ
い
て
は
，
会
合
資
料
等
を
も
と
に
弊
社
の
責
任
に
お
い
て
独
自
に
解
釈
し
た
も
の
で
す
。
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（３）波返重力擁壁 

防波壁のうち波返重力擁壁については，岩盤上にＭＭＲ及び

ケーソンを介して鉄筋コンクリート壁を設置する構造であるこ

とから，類似する先行炉津波防護施設として，美浜発電所にお

ける防潮堤（鉄筋コンクリート及び地盤改良部）を選定する。

それぞれの構造イメージを第 3 図に示す。 

防波壁（波返重力擁壁）は港湾基準の外郭施設（護岸）に準

拠し設計を行う。島根原子力発電所の防波壁（波返重力擁壁）

の構造及び設計条件等に関する特徴を示すとともに，美浜発電

所３号炉の防潮堤（鉄筋コンクリート及び地盤改良部）と比較

を行い，類似点及び相違点を抽出した。類似点についてはその

適用性を，相違点についてはそれを踏まえた設計への反映事項

を，それぞれ第 3 表のとおり整理した。 

 

 

 

第 3図 構造イメージ（島根原子力発電所 防波壁（波返重力擁壁）

及び美浜発電所 防潮堤（鉄筋コンクリート及び地盤改良部）） 
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第 3 表 防波壁（波返重力擁壁）の構造等に関する先行炉との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
項
目

島
根
原
子
力
発
電
所

防
波
壁
（
重
力
波
返
擁
壁
）

先
行
炉
の
構
造
※

島
根
原
子
力
発
電
所
と
先
行
炉
と
の
比
較

先
行
炉
実
績
と
の
類
似
点
を

踏
ま
え
た
設
計
方
針
の

適
用
性

先
行
炉
実
績
と
の
相
違
点
を

踏
ま
え
た
設
計
へ
の

反
映
事
項

関
西
電
力
㈱

美
浜
発
電
所

防
潮
堤

（
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
及
び
地
盤
改
良
部
）

類
似
点

相
違
点

防 波 壁 の 構 造

下
部
工
の
構
造

・
下
部
工
（
ケ
ー
ソ
ン
）
は
，
岩
盤
若
し
くは

改
良
地
盤
に
支
持
さ
せ
る
。
な
お
，
上
部

工
（
重
力
擁
壁
）
を
直
接
岩
盤
若
し
くは

M
M

R
に
支
持
さ
せ
る
箇
所
が
あ
る
。

・
下
部
工
（
改
良
地
盤
）
は
，
岩
盤
に
支
持

さ
せ
る
。

・
下
部
工
（
コ
ン
ク
リ
ー
ト

構
造
物
若
し
く
は
改
良

体
）
を
岩
盤
に
支
持
さ
せ

る
設
計
と
す
る
。

ー

・
同
様
の
構
造
及
び
支
持
形
態

で
あ
る
。
先
行
炉
の
下
部
工
の

設
計
方
針
が
適
用
可
能
で
あ

る
。

ー

上
部
工
の
構
造

・
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
製
の
重
力
擁
壁
を
地
上

部
に
設
置
す
る
。

・
重
力
擁
壁
（
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
）
の

許
容
限
界
：
短
期
許
容
応
力
度

・
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
製
の
防
潮
堤
を
地
上
部
に

設
置
す
る
。

・
防
潮
堤
の
許
容
限
界
：
短
期
許
容
応
力
度

・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
構
造
物
若
し

く
は
改
良
体
に
支
持
さ
れ

た
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
壁
を

地
上
部
に
設
置
す
る
。

・
許
容
限
界
は
，
短
期
許

容
応
力
度
と
す
る
。

ー

・
同
様
の
構
造
及
び
許
容
限
界

の
設
定
で
あ
る
。
先
行
炉
の
上

部
工
の
設
計
方
針
が
適
用
可

能
で
あ
る
。

ー

止 水 対 策

止
水
目
地

・
止
水
目
地
材
と
し
て
，
相
対
変
形
量
に
応

じ
，
ゴ
ム
ジ
ョイ
ン
ト
若
し
くは
シ
ー
ト
ジ
ョイ
ン

ト
を
採
用
す
る
。

・
設
置
箇
所
：
防
波
壁
の
陸
側
に
設
置
す
る
。

・
止
水
目
地
の
許
容
限
界
：

メ
ー
カ
ー
規
格
及
び
今
後
必
要
に
応
じ
て
実

施
す
る
性
能
試
験
に
基
づ
く許
容
変
形
量

及
び
許
容
水
圧
以
下
と
す
る
。

・
止
水
目
地
材
と
し
て
，
相
対
変
形
量
に
応
じ
，

シ
ー
ト
ジ
ョ
イ
ン
ト
を
採
用
す
る
。

・
設
置
箇
所
：
防
潮
堤
の
堤
内
側
と
堤
外
側

に
設
置
す
る
。

・
止
水
目
地
の
許
容
限
界
：

許
容
変
形
量
，
許
容
引
張
強
度

・
同
等
の
仕
様
の
止
水
目

地
を
採
用
し
て
い
る
。

・
止
水
目
地
は
，
防
波
壁

の
陸
側
に
設
置
す
る
。

・
同
様
の
止
水
目
地
材
の
採
用

で
あ
る
こ
と
か
ら
，
先
行
炉
の

止
水
目
地
の
設
計
方
針
が
適

用
可
能
で
あ
る
。

・
止
水
目
地
取
り
換
え
時
に
一

時
的
に
遮
水
性
が
確
保
で
き
な

く
な
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
が
，

耐
用
年
数
が
３
０
年
で
あ
り
，

経
年
劣
化
に
よ
る
取
り
換
え
は

不
要
と
考
え
ら
れ
る
。
万
一
取
り

換
え
の
必
要
が
生
じ
た
場
合
に

つ
い
て
は
，
津
波
襲
来
ま
で
の

時
間
で
取
り
換
え
を
行
う
よ
う
，

今
後
運
用
面
の
手
順
を
整
備

す
る
。

液
状
化
影
響
に
関
す
る

設
計
へ
の
反
映

・
液
状
化
検
討
対
象
層
（
埋
戻
土
（
掘
削

ズ
リ
，
砂
礫
層
）
）
に
対
し
て
，
液
状
化

試
験
結
果
及
び
有
効
応
力
解
析

（
F
L
IP
）
の
簡
易
設
定
法
に
基
づ
き
液
状

化
強
度
特
性
を
設
定
す
る
。

・
液
状
化
検
討
対
象
層
に
対
し
て
，
液
状
化

試
験
結
果
を
踏
ま
え
，
地
盤
を
強
制
的
に
液

状
化
さ
せ
る
条
件
（
豊
浦
標
準
砂
の
考

慮
）
も
含
め
て
保
守
的
な
液
状
化
強
度
特

性
を
設
定
す
る
。

ー

・
液
状
化
強
度
特
性
の
設

定
に
お
い
て
，
有
効
応

力
解
析
（

F
L
IP
）
の
簡

易
設
定
法
を
採
用
し
て

い
る
。

ー

・
簡
易
設
定
法
に
よ
る
液
状
化

強
度
比
が
，
液
状
化
強
度
試

験
に
基
づ
く
液
状
化
強
度
特

性
よ
り
保
守
的
と
な
っ
て
い
る
こ

と
を
確
認
し
て
い
る
。

・
別
途
，
「
地
盤
の
液
状
化
強

度
特
性
」
の
審
査
に
お
い
て
説

明
す
る
。

※
先
行
炉
の
情
報
に
係
る
記
載
内
容
に
つ
い
て
は
，
会
合
資
料
等
を
も
と
に
弊
社
の
責
任
に
お
い
て
独
自
に
解
釈
し
た
も
の
で
す
。
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３．先行炉との比較結果のまとめ 

・島根原子力発電所の防波壁の構造及び設計条件等に関する類似

する先行炉の津波防護施設との比較を踏まえ，防波壁は先行炉

の設計方針を適用して設計を行う。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）：東海第二発電所 鋼管杭鉄筋コ

ンクリート防潮壁 

防波壁（鋼管杭式逆T 擁壁）：女川原子力発電所２号炉 防潮

壁（RC 遮水壁） 

防波壁（波返重力擁壁）：美浜発電所 防潮堤（鉄筋コンクリ

ート及び地盤改良部） 

・また，多重鋼管杭の許容限界については，道路橋示方書・同解

説（平成14 年3 月）を踏まえた降伏モーメント（曲げ）及びせ

ん断応力度（せん断）とする。 

・防波壁の液状化影響の設計の反映に関して，液状化検討対象層

に対する液状化試験結果に基づく保守的な液状化強度特性を設

定する点については先行炉と同様であるが，有効応力解析

（FLIP）の簡易設定法に基づき液状化強度特性を設定している

ことから，その適用性や実績について今後詳細に説明する。 
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３．地震時における沈下の取扱い 

地震時における沈下の取扱いについて，他サイトの沈下の考

え方を第 2 図に，女川防潮堤の沈下の考え方を第 3 図に示す。 

他サイトは，地震時の周辺地盤の沈下に対して，防潮堤（遮

水壁）の下に隙間ができないような対策（遮水壁の埋込み長さ

を必要長だけ確保，地盤改良による止水対策等）を実施してい

る。 

女川防潮堤は，鋼製遮水壁を支持する長杭・短杭はいずれも

岩盤又は改良地盤に支持されるため，沈下は発生しない。鋼管

杭に接する範囲の周辺地盤についても，鋼管杭周辺地盤の地盤

改良により，沈下は発生しない。 

また，鋼製遮水壁は，背面補強工に根入れしているが，背面

補強工は改良地盤に支持されており，沈下が発生しないことか

ら，鋼製遮水壁と周辺地盤の間に隙間が生じない構造となる。 

 

 

第 2 図 他サイトの沈下の考え方 

 

 

 

第 3 図 女川防潮堤の沈下の考え方 
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４．女川防潮堤における構造設計の経緯 

女川防潮堤における構造設計の経緯を第 4 図に示す。 

 

 

第 4 図(1) 女川防潮堤における構造設計の経緯(1/2) 
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第 4 図(2) 女川防潮堤における構造設計の経緯(2/2) 
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（参考資料２） 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造概要 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の杭頭部構造について，荷揚護岸

北側部と取水路横断部で構造が異なっている。それぞれの杭頭部

の状況を第 1 図に示す。 

【一般部】 

・4重管のうち，最内管のφ1600のみ地上部に突出させ，φ1800, 

φ2000, φ2200の杭頭上部からφ1600の杭頭まで，鉄筋コンク

リートで被覆する構造としている。 

【取水路横断部】 

・取水路横断部では 2号炉取水管を横断するため，取水管の両

側に鋼管杭を追加した構造としている。 

・地震時及び津波時に被覆コンクリート直下の杭と隣接する追加

杭が荷重を分担するように，地上付近（EL+6.7ｍ～+8.2m）で杭

頭連結材にて連結し，内部をコンクリートで充填している。杭

頭連結材上部から最内管上端まで鉄筋コンクリートで被覆する

構造としている。 

 

 

第 1 図 杭頭部の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 
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（参考資料３） 

 

防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）の構造概要 

 

防波壁のうち鋼管杭式逆 T 擁壁について，設置の経緯を第 1 図

のとおり整理した。 

 

第 1 図 防波壁（鋼管式逆 T擁壁）の設計の経緯 

 

「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編」によると，杭基礎は

その支持機構において杭先端の支持力を考慮するかどうかにより

支持杭と摩擦杭とに大別される。長期的な基礎の変位を防止する

ためには一般的には支持杭とすることが望ましい。（中略）支持

杭においては，杭の支持層への根入れ深さは一般に杭径程度以上

確保するのがよいとされている。また，地盤調査結果等に基づき

設定した支持層の深さには，地盤調査の頻度や地盤の不均一性等

による誤差が含まれていることを考慮し，杭長はある程度余裕を

見込み，0.5m 刻み程度で決定するのがよいとされている。また，

岩盤に対する支持力評価を行う場合には，鉛直載荷試験を実施し

て評価を行うのがよいとされている。 

「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編」では，上述のとおり

杭基礎の多様な支持層（Ｎ値が 20程度以上の粘性土層やＮ値が 30

程度以上の砂層，砂れき層等）に対する根入れ深さの一般的な考

え方が記載されている。一方で，防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）は，

十分な支持地盤（堅硬な岩盤）に鋼管杭を設置して先端支持力の

みに期待し，根入れが不要な設計としている。鋼管杭の支持岩盤

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 
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確認については，地盤調査の頻度による誤差を考慮し，事前ボー

リング調査に加え，施工時のクローラードリルによる岩盤深さ確

認等を入念に実施した。また，その上で，鋼管杭を設置する際に

は，先端部の岩盤を採取して目視確認することで鋼管杭全周の岩

盤支持を，より確実なものとした。 

以上のことから，鋼管杭は確実に岩盤支持されると考えられる

が，着岩判定後，支持岩盤の不陸を考慮し，施工上の配慮として

0.5m 程度の岩盤根入れ深さを確保した。以下に鋼管杭設置に係る

施工手順を示す。 

 

①支持岩盤の深さは，既往のボーリング調査及び既往ボーリン

グ調査を踏まえて推定した岩盤線の変化点におけるクローラ

ードリルによる調査から確認する。 

②全旋回掘削機により掘削を行い，着岩予定深度の手前から約

１m掘削を進める度に，掘削先端部の掘削土を採取した。 

③着岩手前では，採取した掘削土に埋戻土（掘削ズリ）が含ま

れるが，既往の調査から想定される着岩深度に達し，且つ，

新鮮な堅岩が採取されることを目視確認することで，鋼管杭

の全周が着岩したと判定した。 

④着岩判定後，支持岩盤の不陸を考慮し，鋼管杭全周を確実に

岩盤支持させるため，更に 0.5m程度掘削して掘削完了し，鋼

管杭を設置した。 

 

 

第 2 図 鋼管杭根入れ状況イメージ図 

 

防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）)は第 3 図に示す杭基礎形式の擁壁

と同様な構造であるため，道路土工 擁壁工指針（平成 24年 7月）

に基づき，杭頭部の結合方式はヒンジ結合を採用した。同指針で

は，地震時の影響を考慮する場合や変位量を制限する必要がある

場合，軟弱地盤上に擁壁を設置する場合等は，剛結合がよいとさ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

538



東海第二発電所（2018.9.12版） 女川原子力発電所 ２号炉（2019.11.6版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れているが，設置地盤は地盤改良することにより地震時に発生す

る変位量は小さくなるため，同指針に基づくヒンジ結合の採用は

適用可能と判断した。 

同指針に基づき，杭の埋込み深さを設定するとともに，第 4 図

に示す杭頭補強鉄筋を配置した。道路土工 擁壁工指針（平成 24

年 7 月）では，「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編」に示さ

れる剛結合の方法 Bの考え方を準用し，杭頭部に作用する押込み，

引き抜き力，水平力の外力に対して，安全であることを照査する

としている。 

一方，「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編（平成２９年１

１月）」では，杭とフーチングとの接合部について，原則として

剛結としているが，剛結としない場合には，接合方法の力学特性

等を実験等により検証したうえで，個別にモデル化等について検

討する必要性があるとしている。 

上記を踏まえ，ヒンジ結合として設計・施工した防波壁（鋼管

杭式逆 T擁壁）の杭頭部について，模型実験により地震荷重もし

くは津波荷重が作用した際の杭頭部の力学挙動が剛からヒンジへ

移行することを確認する。模型実験はスケール効果による影響を

小さくする観点から出来るだけ実機に近いサイズでの実験となる

よう，1/2の模型縮尺とする。 

詳細設計段階では，解析により，杭頭部を剛とした場合と，ヒ

ンジ状態とした場合の耐震性及び耐津波性に係る評価結果を示

し，底盤が概ね弾性状態であることを確認する。 

 

 
第 3 図 杭基礎形式の擁壁（道路土工 擁壁工指針（平成 24年

7月）より引用） 
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第 4 図 防波壁（鋼管式逆 T擁壁）の杭頭部の構造概要図 

 

 

第 5 図 模型実験概要図 

 

詳細設計段階においては，以下の検討により，杭頭部の力学的

挙動の確認を行う。 

・模型実験から得られる荷重ー変位曲線を踏まえ，耐震・耐津

波設計における荷重範囲における杭頭部の挙動が，杭頭剛と杭

頭ヒンジの中間的な挙動であることを確認する。 

・実験結果の妥当性を確認するため，実験模型をモデル化した

３次元静的ＦＥＭ解析により，実験結果の再現解析を実施する。 

・数値解析により，杭頭部を剛とした場合とヒンジ状態とした

場合の耐震性及び耐津波性に係る評価結果を示すとともに，底

盤が概ね弾性状態であることを確認する。 

 ３次元静的ＦＥＭ解析モデル概要図を第 6 図に，実験結果に

基づく荷重ー変位曲線第 7 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改良地盤

逆T擁壁（鉄筋コンクリート造）

埋戻土
（掘削ズリ）

岩盤

鋼管杭（φ1.3m，t=22mm）

グラウンドアンカー※

EL+15m

杭頭部

防波壁（鋼管杭式逆T擁壁）
杭頭部 拡大図

逆T擁壁（φ1.3m，t=22mm）

杭頭補強鉄筋

中詰コンクリート

鋼管杭（φ1.3m，t=22mm）

均しコンクリート

※ グラウンドアンカーの効果を期待しなくても，耐震・耐津波安全性を担保している。
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第 6 図 ３次元静的ＦＥＭ解析モデル概要図（イメージ） 

 

 

第 7 図 実験結果に基づく荷重ー変位曲線（イメージ） 
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（参考資料４） 

 

防波壁（波返重力擁壁）の構造概要 

 

１．防波壁（波返重力擁壁） 設置の経緯 

防波壁のうち波返重力擁壁について，設置の経緯を第 1 図のと

おり整理した。 

 

第 1 図 防波壁（波返重力擁壁）の設置の経緯 

 

２．重力擁壁の既設と新設の一体性検討 

（１）重力擁壁の構造について 

重力擁壁は，津波による敷地内への浸水を防止するため，既

設の護岸を嵩上げした構造としている。 

新設コンクリートは，既設の護岸の重力擁壁表面に目荒らし

を行い，既設コンクリートを巻き込むように打設し，新設コン

クリートに配置する鉄筋を既設の護岸に定着することにより，

既設コンクリートと新設コンクリートの一体化を図っている。 

したがって，設置許可段階においては，新設コンクリート主

筋の既設の護岸への定着長と新設コンクリートの付着強度につ

いて確認する。 

新設コンクリート主筋定着部の定着長と付着強度確認試験結

果について次頁に示す。重力擁壁の構造図を第 2 図に，施工状

況を第 3 図に示す。 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 
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第 2 図 重力擁壁の構造図 

 

 

第 3 図 施工状況写真 

 

（２）主筋定着部の定着長について 

新設コンクリートの主筋は，「コンクリート標準示方書」に

示される引張鉄筋の基本定着長に基づき定着長を算定し，既設

の護岸に定着させている。 

コンクリート標準示方書に示される引張鉄筋の基本定着長の

算定式 

 

（３）付着強度確認試験結果について 

新設コンクリートの付着力を高め，既設と新設の一体化を確

実なものとするため，既設コンクリート表面の目荒らしを実施

している。 
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目荒らしについては，目標とする付着強度を「表面保護工法 

設計施工指針（案）[工種別マニュアル編] 土木学会 断面修

復工マニュアル p221」を参考に設定し，同指針（案）で示され

ている 1.0N/mm2に裕度を加えた 1.5N/mm2を管理基準とした。 

付着強度については，事前に付着強度確認試験を実施し，目

荒らし後の付着強度が 1.5N/mm2以上であることを確認した。付

着強度確認試験の試験手順を第 4 図に，試験場所を第 5 図に，

試験イメージ図及び試験状況写真を第 6 図に，試験結果を第 1 

表に示す。 

 

 

第 4 図 試験手順 

 

 

第 5 図 付着強度確認場所 
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第 6 図 試験イメージ図及び試験状況写真 

 

第 1 表 付着強度確認試験結果 

 

 

（４）主筋定着部の評価方法について 

主筋定着部の施工は，コアドリル又はパーカッションドリル

を使用して既設の護岸のコンクリートを削孔し，主筋建込後，

周囲にセメントミルクを注入する手順としている。定着部の構

造を第 7 図に示す。 

「各種合成構造設計指針・同解説 日本建築学会」において

は，上記の施工手順で施工されたアンカーボルトは，「その他

のアンカーボルト」のうち，「型抜きアンカー」に該当すると

判断できる。型抜きアンカーの許容耐力については，「実験等

により確認し，使用条件および施工条件を考慮し，本指針に準

じて適切な安全率を見込んだ許容耐力をきめる」とあることか

ら，詳細設計段階において，島根２号炉の重力擁壁の施工条件

を考慮した模型実験を行い，コーン状破壊や付着破壊について

確認し，適切な許容耐力による評価を実施する。なお，試験実

施に当たっては，第 8 図及び第 9 図に示す，（一社）日本建築

あと施工アンカー協会が定めた試験方法を参考とする。 

しかしながら，津波荷重や地震荷重により定着部に作用する
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力が，実験で確認した許容耐力以上となる場合は，新設コンク

リート部分の増設等の対策工を実施する。対策工の構造例を第

10 図に示す。 

 

 

第 7 図 定着部の構造（陸側主筋） 

 

 

第 8 図 あと施工アンカー標準試験法（引張試験）の一例 
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第 9 図 接着系アンカーのセット試験法の一例（接着系アンカー

周囲を拘束した引張試験（付着強度試験）） 

 

 

第 10 図 対策工の構造例 

 

（５）重力擁壁のせん断破壊に対する評価について 

嵩上げした重力擁壁は，既設と新設が一体化しているものと

して耐震や耐津波の評価を行う方針であるが，仮に新設コンク

リート部分には期待せず，既設コンクリート部分のみを対象と

した場合のせん断破壊による評価を実施した。 

重力擁壁は，地震時に土圧が作用しないので，検討ケースは

津波時とした。評価のイメージを第 11 図に示す。 

第 2 表に示す結果より，津波荷重により発生するせん断力に
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対して既設コンクリート部分のみで所定の安全率が確保できる

ことから，構造成立性に影響はないことを確認した。 

なお，地震時の評価結果については別途解析を行い，詳細設

計段階で示す。 

 

 

第 11 図 海側からの荷重に対するせん断破壊に対する評価イメ

ージ 

 

第 2 表 津波時における既設コンクリートでのせん断破壊に対す

る評価結果 

 

 

３．防波壁（波返重力擁壁） ケーソンの構造 

 波返重力擁壁のうちケーソンの構造について，第 12 図に示す。

岩盤上に鋼製架台を設置し，ケーソンを据え付けた後，鋼製架台

内に水中コンクリートを打設することにより，MMR（マンメイドロ

ック）を構築している。ケーソン内はコンクリート，銅水砕スラ

グ又は砂により中詰めし，その上部に蓋コンクリート及び重力擁

壁を打設している。防波壁（波返重力擁壁）のケーソン中詰材の

施工状況を第 13 図に示す。中詰材の種類は，ケーソンの安定性確

保の観点から選定している。なお，西側端部については，現場打

ちコンクリートにより防波壁を施工している。ケーソンと重力擁

壁の境界は，蓋コンクリート天端をケーソン天端から 20cm下げて

打設とすることで，一体構造としている。ケーソンの施工状況に
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ついて，第 14 図に示す。 

 

 

第 12 図 防波壁（波返重力擁壁） ケーソンの構造 

 

第 13 図 防波壁（波返重力擁壁）ケーソン中詰材の施工状況 

 

 

第 14 図 防波壁（波返重力擁壁） ケーソンの施工状況 
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４．防波壁（波返重力擁壁） ケーソンと重力擁壁間の相対変形

量 

ケーソンと重力擁壁の境界は，蓋コンクリート天端をケーソン

天端から 20cm下げて打設とすることで，一体構造としているが，

保守的にケーソンと重力擁壁の境界を平坦としてジョイント要素

を設定した解析モデルにより２次元動的 FEM解析を実施し，基準

地震動 Ss-Dにより発生する相対変形量について確認した。解析モ

デルを第 15 図に示す。ジョイント要素については，港湾基準に示

されるコンクリート同士の静止摩擦係数μ=0.5 として設定した。

Ss-Dによる地震応答解析の結果，ケーソンと重力擁壁との境界部

における最終変形量は輪谷部断面において 2mm，改良地盤部断面に

おいて 0mmとなり，有意な変形は生じていない。保守的にケーソ

ンと重力擁壁との境界を平坦として，ジョイント要素を設定した

影響検討において変形が確認されたため，地震力がケーソンと重

力擁壁境界の張出部に与える影響について検討を行い，境界部に

おいて滑動が発生せず一体として挙動していることを確認する。 

 

 

第 15 図 波返重力擁壁の解析モデル図（例） 

 

防波壁（波返重力擁壁）のケーソンと重力擁壁との境界を保守

的に平坦とした場合，ジョイント要素を設定した 2次元ＦＥＭ解

析において，輪谷部断面で重力擁壁に相対変形が確認されたため，

境界の張出部に与える影響について検討を行った。 

検討にあたっては，基準地震動Ｓｓ-Dによる最大加速度発生時

刻における重力擁壁の慣性力がケーソンの張出部に作用した際

に，張出部が損傷しないことを確認する。 

ケーソンと上部工の境界部は港湾基準に示されるコンクリート

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

EL15.00m

EL8.50m

EL(m) EL(m)

重力擁壁

止水ジョイント
（ケーソンと重力擁壁の境界）

岩盤（第②速度層）

埋戻土（掘削ズリ）

MMR ジョイント要素；

岩盤（第①速度層）

岩盤（第③速度層）
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同士の静止摩擦係数μ=0.5 として設定した。 

張出部のコンクリートのせん断について照査した結果，発生せ

ん断力はせん断耐力以下となることを確認した。 

断面図を第 16 図に，照査結果を第 3 表に示す。 

 

 

第 16 図 防波壁（波返重力擁壁）輪谷部断面図 

 

第 3 表 照査結果 
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（参考資料５） 

 

防波壁多重鋼管杭の設計方針 

 

１．防波壁（多重鋼管杭式擁壁）のモデル化 

多重鋼管杭は，各鋼管を中詰めコンクリート及びモルタルで充

填することにより，一体として挙動することで，荷重を分担でき

る構造としており，多重鋼管杭の挙動については実験により確認

を行っている（水平載荷実験については２．参照）。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の２次元動的 FEM解析にあたって

は，多重鋼管杭はビーム要素でモデル化し，単一の断面積及び断

面二次モーメント（各管の断面二次モーメントの合計）を設定す

る。なお，最外管については，セメントミルクで周囲を覆われて

おり腐食する環境ではないと判断できるが，保守的に厚さに腐食

代１㎜を考慮し，断面積・断面二次モーメントを算定する。腐食

代は，港湾基準に示されている鋼材の腐食速度の標準値(陸側土中

部，残留水位より下)を使用し，耐用年数を 50 年として算出した。 

 

 

第 1 図 多重鋼管杭の概要 

 

２．防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の水平載荷試験 

（１） 実験概要 

多重鋼管杭は鋼管１本あたりの全塑性モーメントを港湾基準

から算出し，それらを合算して多重鋼管杭の曲げ耐力として評

価することから，多重鋼管杭の実耐力・挙動特性を確認するた

めに水平載荷実験及び数値解析を実施している。このうち多重

管の一体挙動と降伏荷重時の挙動を確認したについて説明す

る。 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面二次モーメント Ｉ※2= Ｉ① + Ｉ② + Ｉ③ + Ｉ④

断面積 Ａ※2= Ａ① + Ａ② + Ａ③ + Ａ④

※1

※1 最外管については，セメントミルク及びグラウト材で周囲を覆われており
腐食する環境ではないと判断できるが，保守的に厚さに腐食代１㎜を
考慮し，断面積・断面二次モーメントを算定する。
ここで，腐食代は，港湾基準に示されている鋼材の腐食速度の標準値
(陸側土中部，残留水位より下)を使用し，耐用年数を50年として算出した。

※2 添え字は鋼管杭の番号
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実験には，耐力・挙動特性に関してスケール効果の影響は小

さいことから，1/4 スケールの試験体を用いる。実験としては，

Case1及びCase2は中詰コンクリートの有無が曲げ耐力に与える

効果と多重鋼管杭の挙動特性を，Case3は交番載荷を与えた後の

多重鋼管杭の挙動特性を確認する。また，港湾基準から算出し

た全塑性荷重・降伏荷重と比較する。なお，交番載荷では，δy，

２δy，３δy（ δy：試験から得られた最外管の降伏時変位）

を繰り返し載荷した後，水平一方向載荷を行う。 

試験の概要を第2 図に，試験装置の概要図を第3 図に，交番

水平載荷時に作用させる変位を第4 図に示す。 

 

 

第 2 図 試験の概要 

 

 

第 3 図 実験装置概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①1/4スケールの試験体による実験

4重管鋼管の効果，挙動の把握

• 中詰めコンクリートの曲げ耐力向上への影響確認

• 交番載荷の曲げ耐力への影響確認

②実験結果に基づく1/4スケールのFEM解析（再現解析）

• 実験で得られた鋼管の荷重-変形関係および終局耐力時のひずみ
応力分布をFEM解析により再現

• 解析結果が実験で得られた鋼管の挙動と整合が取れているか検
証し，必要であれば解析入力値を補正

③実物スケールでのFEM解析

• FEM解析による実物スケールの鋼管実耐力の評価

• 無次元化した1/4スケールおよび実物スケールの荷重-変形関係を
比較し，スケール効果による影響を確認

試験体 現場実機 試験体/実機

鋼管径

φ528 φ2200 0.24

φ480 φ2000 0.24

φ432 φ1800 0.24

φ384 φ1600 0.24

鋼管肉厚 6mm 25mm 0.24

実機と試験体の相似則検討フロー

Case
鋼管
構造

中詰
ｺﾝｸﾘｰﾄ

載荷方法

1 4重管
φ528
φ480
φ432
φ384

無 水平一方向載荷

2 有 水平一方向載荷

3 有 交番載荷後，水平一方向載荷

実験ケース

本資料による
説明範囲
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第 4 図 交番水平載荷変形 

 

（２）結果の概要（Case1 と Case2の比較） 

水平一方向載荷ケース（Case1 及び Case2）のうち，Case1（４

重管中詰無）の結果，最大荷重は多重管の全塑性荷重 704kNに

対して 1.08倍であり，概ね一致している。一方，Case2（４重

管中詰有）の結果，最大荷重平均で 1.29倍となった。Case1と

Case2を比較すると，最外管の局部座屈発生までは同じ挙動を示

すが，Case2は Case1と比較して最内側管がコンクリートで中詰

めされていることにより，曲げ耐力が増加している。Case1 及 

び Case2 の実験結果を第 5 図及び第 1 表に示す。 

 

 
第 5 図 Case1及び Case2の最大荷重時の荷重変形関係 
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第 1 表 Case1及び Case2の実験結果の比較 

 

 

（３）結果の概要（Case3 の結果） 

Case3（交番載荷後，水平一方向）の結果，繰返し荷重を受け

た後でも Case2と同様に荷重は緩やかに上昇している。水平荷

重と変形の関係から，多重鋼管杭に対する水平載荷実験の荷重

は，「港湾の施設の技術上の基準・同解説 平成 11 年 4 月」よ

り算定した各管の全塑性モーメントの合計値に達する時の全塑

性荷重と概ね一致していることを確認した。また，実験後の試

験体の観察の結果，圧縮側のモルタル・コンクリートにひび割

れ等の損傷は見られない。また，圧縮側の鋼管杭の座屈による

変形量は内側ほど小さいことから，外側から内側にかけて順番

に座屈が発生したと考えられる。 

以上より多重鋼管杭は一体構造として挙動して荷重を分担し

ており，降伏荷重においても弾性挙動を示していることを確認

した。 

水平載荷試験の最大荷重時の写真を第6 図に，水平荷重と変

形の関係を第7 図に，試験後の試験体の切断面の写真を第8 図

に示す。 

 

 

第 6 図 最大荷重時座屈状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験Case
最大荷重

(kN)
最大荷重時変形

(mm)
全塑性荷重に
対する比率

Case１ 761 120 1.08

Case ２ 907 624 1.29
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第 7 図 水平荷重と変形の関係 

 

 

 

 

第 8 図 水平載荷試験状況 
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３．防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の鋼管杭曲げ系破壊に関する許

容限界 

「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編 平成14 年3 月」による

と，降伏の判定は，全塑性モーメントを上限値とするバイリニア

型の「鋼管杭の杭体の曲げモーメント-曲率関係」を用いてよいと

されている。 

また，「港湾の施設の技術上の基準・同解説 平成11 年4 月」

によると，鋼管杭の曲げモーメントと曲率の関係は，全塑性モー

メントを上限値とするトリリニアモデルを用いるが，トリリニア

モデルに代えて，より簡便に計算が可能な，破線で示すバイリニ

アモデルを用いても計算結果に差があまり見られないので，バイ

リニアモデルを用いてよいとされている。 

以上を踏まえ，鋼管杭の曲げ系破壊については，繰返しの津波

荷重に対して機能を保持していることを確認することとし，降伏

モーメントＭy を許容限界とする。 

「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編 平成14 年3 月」に示さ

れる鋼管杭の曲げモーメント-曲率関係を第9 図に，「港湾の施設

の技術上の基準・同解説 平成11 年4 月」に示される鋼管杭の曲

げモーメント-曲率関係を第10 図に示す。 

 

第 9 図 「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編 平成 14 年 3 月」 

 

 

第 10 図 「港湾の施設の技術上の基準・同解説 平成 11 年 4 月」 
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（参考資料６） 

 

防波壁に作用する荷重と部位の役割 

 

基準津波の波源の活動に伴い発生する可能性がある津波および

余震の影響を踏まえ，「津波＋余震時」の検討の要否について以

下の通り，検討を行った。 

・第 1 図に示すとおり，「日本海東縁部に想定される地震による

基準津波１，２，３，５及び６」の波源位置は，敷地から 600km

以上の距離にあり，その波源の活動に伴う余震については，敷

地への影響が明らかに小さい。 

・第 2 図に示すとおり，「海域活断層に想定される地震による基

準津波４」は，防波壁の敷地の壁体部（被覆コンクリート部等）

には到達しないが，到達する部位については個別に評価を実施

する。 

・なお，詳細については，荷重の組合せの審査において説明する。 

 

 

第 1 図 島根原子力発電所と基準津波の波源 

 

 

・記載方針の相違 

【女川2】 

島根２号炉は，防波壁に

作用する荷重と部位の

役割についても記載 
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第 2 図 基準津波４の最大水位上昇量分布 
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（参考資料７） 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の解析用物性値の設定方針 

 

１．解析用物性値（基礎捨石・被覆石）の設定方針 

石材（基礎捨石，被覆石）の強度特性は，港湾基準より粘着力

C=20(kN/m2)，せん断抵抗角Φf=35（°）が標準の値とされている

が，港湾基準の引用文献の検討内容を整理するとともに，地震時

の動的挙動への適用性についても文献の内容を検討し，強度特性

の信頼性について検証する。 

また，港湾基準に標準値として示される捨石の強度特性

C=20(kN/m2)，Φf=35（°）について，島根原子力発電所の護岸に

使用した石材（基礎捨石・被覆石）への適用性について確認する。 

港湾基準では，第 1 図に示す通り石材の強度特性の設定方法が

記載されている。 

 

 

第 1 図 港湾基準における石材の強度特性の設定方法（港湾基

準より引用・加筆） 

 

２．解析用物性値（基礎捨石・被覆石）の設定根拠 

港湾基準の引用文献である「港湾技術研究所報告 捨石マウン

ドの支持力の新しい計算法（1987.6）（文献①）」では，捨石マ

ウンド上に重力式構造物が設けられる場合における捨石の力学的

特性の検討を目的とした実験が行われている。 

ここで，文献①では，直轄港湾工事に用いられる基礎捨石に対

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 
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して質量～粒径換算を行い，それらと同程度の強度・比重を有す

る「砕石（Dmax=25mm~200mm：砂岩と花崗岩の 2種類）」を対象に，

試験条件として均等係数 Uc，拘束圧及び締固め程度を変化させた

供試体を準備し，直径 60cm・高さ 120cmの供試体では中型三軸圧

縮試験，直径 120cm・高さ 240cmの供試体では大型三軸圧縮試験を

それぞれ実施して捨石の力学特性を検討している。文献①の三軸

圧縮実験ケース及び実験結果を第 2 図に示す。 

上述の試験結果より，「捨石の強度定数は粘着力 C=2（tf/m2），

せん断抵抗角Φ=35（°）を標準とする」とされている。 

なお，島根原子力発電所の基礎捨石は Dmax=200mm～250mmであ

り，文献①と同等の大きさである。 

 

 

第 2 図 文献①の三軸圧縮実験ケース及び実験結果 

 

文献①は，捨石マウンドにおける支持力の新しい計算方法の提

案を目的に，捨石マウンド上の重力式構造物の安定性（静的）に

関して現地実験（小名浜港：基礎捨石50kg～800kg/個，被覆石600kg

～800kg/個（推定））が行われている。 

現地実験は，マウンド肩幅を 10mから 25m,15m,5mに変更した４

ケースで行われており，実験ケーソン（幅 22m×奥行 15m）に油圧

ジャッキで水平力を与えてマウンド及び基礎地盤に偏心傾斜荷重

を加えることで，実験ケーソンの回転角や水平変位が計測されて

いる。 

現地実験から得られた最大水平力を用いた円形すべり計算結果
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によると，「捨石の三軸試験による強度定数 C=2（tf/m2），Φ=35

（°）を用いたビショップ法の結果が実験結果と良く一致する」

とされている。 

小名浜港の現地試験の概要図を第 3 図に示す。 

 

第 3 図 小名浜港現地試験概要図 

 

引用文献「港湾技研資料 マウンド用石材の大型三軸試験によ

る強度特性（1991.3）（文献②）」では，「品質が劣ると考えら

れてきた石材の強度特性を明らかにする」ことを目的として，文

献①で用いた比較的良質な花崗岩等よりも性質が劣る石灰岩及び

軟質な砂岩等について，一軸圧縮強度に着目した分類で大型三軸

圧縮試験（供試体寸法：直径 30㎝，高さ 60㎝）が行われている。

（一軸圧縮強度との相関関係を得るため，幅広い範囲の一軸圧縮

強度を持つ特殊モルタルも使用） 

大型三軸圧縮試験の結果，「母岩の一軸圧縮強度が 300（kgf/cm2）

以上であれば，文献①で報告された捨石の標準値である C=2

（tf/m2），Φ=35（°）をほぼ満足する」とされている。文献②

の三軸圧縮実験ケース及び実験結果を第 4 図に示す。 

なお，島根原子力発電所の石材（基礎捨石・被覆石）の一軸圧

縮強度は 30（N/mm2）を有している。 
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第 4 図 文献②の三軸圧縮実験ケース及び実験結果 

 

独立行政法人土木研究所では，ロックフィルダムの主要築堤材

料として使用されるロック材料のせん断強度の評価について，原

位置における表層すべり試験（切り崩し試験及び押し崩し試験）

を実施し，原粒度条件下でのロック材料のせん断強度の評価を論

文「拘束圧依存性を考慮したロック材料の強度評価（山口ほか）」

で示している。 

ロック材料を 100t級大型ブルドーザで静かに谷に押し崩す「押

し崩し試験」を実施して，安息角を計測しているが，「得られた

平均 38.5（°）の結果は，大型三軸圧縮（ＣＤ）試験により求め

られた内部摩擦角 41.0（°）とほぼ同等の値である」とされてい

る。 

押し崩し試験の概要を第 5 図に，原位置表層すべり試験結果を

第 1 表に示す。 

 

 

第 5 図 押し崩し試験の概要 
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第 1 表 原位置表層すべり試験結果（押し崩し試験による安息

角） 

 

 

島根原子力発電所にて，押し崩し試験を模擬した安息角の現地

試験を実施した。 

現地試験には基礎捨石と同様の石材（凝灰岩主体：Dmax=200～

250mm程度）を用いて，40tダンプにて平坦な場所でダンプアップ

することで試料塊を作り,ダンプが逃げる方向以外の３辺を測線

として試料塊の角度計測を行った。試験は３回行い，合計９測線

から得られた平均値は 38.5（°）であり，文献①のせん断抵抗角

Φ=35（°）と同等な結果となった。 

試験の概要を第 6 図に，試験結果を第 2 表に示す。 

上記の結果より，島根原子力発電所の石材は Dmax＝200mm～

250mmであり，一軸圧縮強度は 30（N/mm2）を有することから，港

湾基準に示される C=20(kN/m2)，Φf=35（°）を適用できると判断

した。 

 

 

第 6 図 試験の概要 
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第 2 表 安息角試験 試験値一覧表 

 

 

３．解析用物性値（基礎捨石・被覆石）の動的評価への適用性 

文献①及び文献②については，捨石マウンド上の港湾施設に対

する静的な安定性評価に関する内容であるので，ここでは島根で

の適用性を目的として，地震時（動的）の検討で用いられている

捨石の物性値について，文献調査を行った。 

捨石の動的挙動に関して検討している文献「捨石のモデル化に

関する検討報告書（FLIP研究会 企画委員会捨石作業部会，平成

13年 5月）」（以下「捨石のモデル化に関する検討報告書」とい

う）によると，捨石の強度定数に，文献①で提案されていた標準

的な値である，粘着力 C=20（kN/m2），せん断抵抗角Φ=35（°） が

用いられた事例検証が行われている。 

事例検証は 1995年兵庫県南部地震における六甲アイランド RF3

岸壁及び神戸港第７防波堤の被災事例と，1993年釧路沖地震にお

ける釧路港北埠頭の被災事例を対象に行われており，「解析によ

る残留変位量は観測値と適合性が良い」とされている。事例検証

①六甲アイランド RF3岸壁の検討用地震動及び検討対象断面を第

7 図に，検討結果を第 3 表に示す。事例検証事例検証② 神戸港

第七防波堤の検討用地震動及び検討対象断面を第 8 図に，検討結

果を第 4 表に示す。事例検証事例検証③ 釧路港北埠頭岸壁の検

討用地震動及び検討対象断面を第 9 図に，検討結果を第 5 表に示

す。なお，各図表は 「捨石のモデル化に関する検討報告書」 か

ら引用している。 
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第 7 図 事例検証①六甲アイランド RF3岸壁の検討用地震動及

び検討対象断面 

 

第 3 表 事例検証①六甲アイランド RF3岸壁の検討結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討ケース
せん断強度特性 残留変位量

備考
C(kN/m2) Φ（°）

水平
（ｍ）

鉛直
（ｍ）

傾斜
（°）

CASE3 0 40 6.10 2.11 10.6 従来方法
CASE4 20 35 4.33 2.00 4.69 提案方法
観測値 4.1～4.6 1.7～2.0 4.1~5.1

事例検証① 六甲アイランドRF3岸壁※捨石は主に200kg～400kg/個程度

※結果は捨石強度特性のみが異なるCASE3（従来方法）とCASE4(提案方法)のみ抜粋している。
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第 8 図 事例検証②神戸港第七防波堤の検討用地震動及び検討

対象断面 

 

第 4 表 事例検証②神戸港第七防波堤の検討結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討ケース※
せん断強度特性 残留変位量

備考
C(kN/m2) Φ（°）

水平
（ｍ）

鉛直
（ｍ）

CASE2 0 40 0.04 4.39 従来方法
CASE4 20 35 0.00 2.26 提案方法
観測値 － 1.4～2.6

事例検証② 神戸港第七防波堤※捨石は主に10kg～200kg/個程度

※結果は捨石強度特性のみが異なるCASE２（従来方法）とCASE4(提案方法)のみ抜粋している。
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第 9 図 事例検証③釧路港北埠頭岸壁の検討用地震動及び検討

対象断面 

 

第 5 表 事例検証③釧路港北埠頭岸壁の検討結果 

 

 

「捨石のモデル化に関する検討報告書」で検討した事例は，い

ずれも重力式岸壁あるいはケーソン式防波堤であることから，鋼

管杭を使用した構造物を対象とした被災事例の再現解析における

捨石の解析用物性値の設定状況について以下に示す。解析用物性

値の設定状況については， 1995年兵庫県南部地震における神戸港

T桟橋及び 2011年東北地方太平洋沖地震における小名浜港 5号埠

頭耐震強化岸壁，相馬港 2号埠頭-12m岸壁について再現解析を実

施している文献について確認した。 

（被災事例の再現解析① 神戸港 T桟橋） 

1995年兵庫県南部地震による神戸港 T桟橋の被災事例を対象と

した再現解析が行われているが，捨石の解析用物性値として，粘

着力 C=20（kN/m2），せん断抵抗角Φ=35（°）が設定されており，

鋼管杭の座屈位置という被災事例を再現できたとされている。 

解析断面図を第 10 図に，解析用物性値を第 6 表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討ケース※
せん断強度特性 残留変位量

備考
C(kN/m2) Φ（°）

水平
（ｍ）

鉛直
（ｍ）

CASE1 0 40 0.89 0.21 従来方法
CASE3 20 35 1.28 0.22 提案方法
観測値 0.8～1.6 0.2～0.5

事例検証③ 釧路港北埠頭岸壁

※結果は捨石強度特性の設定の違いに着目し，CASE1（従来方法）とCASE3(提案方法)のみ抜粋している。
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第 10 図 断面図（神戸港 T桟橋） 

 

第 6 表 FLIPにおける解析用物性値（神戸港 T桟橋） 

 

 

（被災事例の再現解析② 小名浜港 5号埠頭耐震強化岸壁） 

2011年東北地方太平洋沖地震による小名浜港 5号埠頭耐震強化

岸壁の被災を対象とした再現解析が行われているが，捨石の解析

用物性値として，粘着力 C=20（kN/m2），せん断抵抗角Φ=35（°）

が設定されており，岸壁背後の沈下等の被災結果に調和的な変形

を再現可能であるとされている。 

なお，当該岸壁の基礎捨石は 30～200㎏/個とされている。解析
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断面図を第 11 図に，解析用物性値を第 7 表に示す。 

 

第 11 図 断面図（小名浜港 5号埠頭耐震強化岸壁） 

 

第 7 表 FLIPにおける解析用物性値（小名浜港 5号埠頭耐震強

化岸壁） 

 

 

（被災事例の再現解析③ 相馬港 2号埠頭-12m岸壁） 

2011年東北地方太平洋沖地震による相馬港 2号埠頭-12m岸壁の

被災を対象とした再現解析が行われているが，捨石の解析用物性

値として，粘着力 C=20（kN/m2），せん断抵抗角Φ=35（°）が設

定されており，被災状況や背後地盤の沈下や段差について再現で

きたとされている。 

断面図を第 12 図に，解析用物性値を第 8 表に示す。 
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第 12 図 断面図（相馬港 2号埠頭-12m岸壁） 

 

第 8 表 FLIPにおける解析用物性値（相馬港2号埠頭-12m岸壁） 

 

 

４．解析用物性値（石材）の設定方針 まとめ 

（1）文献調査結果 

文献①及び②から，「母岩の一軸圧縮強度が 300（kgf/cm2）

以上であれば，文献①で報告されている捨石の標準値である C=2

（tf/m2），Φ=35（°）をほぼ満足する」とされている。 

独立行政法人土木研究所で実施された押し崩し試験による安

息角と大型三軸圧縮（ＣＤ）試験による内部摩擦角がほぼ同等

の値となるとされていることを踏まえ，島根原子力発電所では

押崩し試験を模擬した安息角の現地試験を実施し，安息角の平

均値は 38.5度となることを確認した。 

石材の動的挙動について，「捨石のモデル化に関する検討報

告書」において， 1995年兵庫県南部地震及び 1993年釧路沖地

震といった複数の地震動に対する被災事例を対象に，事例検証

が行われており，捨石の解析用物性値 C=20(kN/m2)，Φf=35（°）

と設定した場合，解析結果はそれぞれの観測値と適合性が良い

とされている。また，鋼管杭を使用した構造物を対象とした解
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析事例においても，捨石の解析用物性値 C=20(kN/m2)，Φf=35

（°）と設定して被災事例を再現できたとされている。 

以上より，捨石の標準値とされている C=20(kN/m2)，Φf=35

（°）は信頼性がある値であると判断した。 

（2）島根原子力発電所への適用性 

岩石試験結果参照より，島根原子力発電所で使用されている

石材（基礎捨石・被覆石）の一軸圧縮強度は 30（N/mm2）を有し

ている。 

島根原子力発電所の施設護岸の工事で使用した基礎捨石は，

30kg以上/個程度（200mm～250mm）であり， 「捨石のモデル化

に関する検討報告書」で事例検証が行われている捨石の質量（六

甲アイランド RF3 岸壁の捨石は主に 200kg～400kg/個程度、神

戸港第七防波堤の捨石は主に 10kg～200kg/個程度）の範囲内と

なっている。 

以上のことから，島根の石材（基礎捨石・被覆石）において

も港湾基準に示される C=20(kN/m2)，Φf=35（°）を適用できる

と判断した。 

（3）設置許可段階における構造成立性評価 

島根の石材の解析用物性値は上述のとおり考えているが，設

置許可段階においては，保守的に C=0(kN/m2)，Φf=35（°）と

設定した場合の構造成立性評価について確認する。 

 

（参考）岩石試験結果 

島根原子力発電所の石材（基礎捨石・被覆石）は主に発電所敷

地内の凝灰岩を使用しており，これについて実施した岩石試験の

概要を示す。 

ボーリングコアから採取した試料を用いて一軸圧縮試験を実施

した結果，30N/mm2を上回る結果となった。 

一軸圧縮試験概要を第 9 表に，一軸圧縮試験装置図を第 13 図

に，岩石試料採取位置図を第 14 図に，凝灰岩ボーリングコア写真

の例を第 15 図に示す。 
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第 9 表 一軸圧縮試験概要 

 

 

 

第 13 図 一軸圧縮試験装置図 

 

 

第 14 図 岩石試料採取位置図 
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第 15 図 凝灰岩ボーリングコア写真の例 

 

５．解析用物性値（粘性土）の設定根拠 

島根原子力発電所の埋戻土（粘性土）は，護岸建設時に，背面

の止水性を担保するために施工しており，攪乱されていることか

ら，正規圧密状態である，また，土の液性限界・塑性限界試験（JIS 

A 1205）結果より，塑性指数は Ip=27.3となり，塑性図における

「粘土」に位置する。 

粘性土の強度特性の設定の考え方としては，「FLIP研究会 14

年間の検討成果まとめの作成について（FLIP研究会 14年間の検討

成果まとめ WG）」（以下「FLIP研究会報告」という）があり， FLIP

研究会報告によると，「三軸試験による自然粘性土地盤の強度設

定法に関する研究（土田，1990）」の正規圧密粘土の塑性指数ー

内部摩擦角（排水条件）の関係から，粘性土は C=0(kN/m2)，Φf=30

（°）と設定している。 

土田（1990）の「正規圧密時の内部摩擦角と塑性指数の関係」

によると，塑性指数によらず，Φ＝30（°）一定の結果が得られ

ていることから，島根原子力発電所の埋戻土（粘性土）の強度特

性については， C=0(kN/m2)， Φf=30（°）と設定できると判断

した。 

正規圧密時の内部摩擦角と塑性指数の関係を第 16 図に，塑性図

による粘性土の分類を第 17 図に，埋戻土（粘性土）の液性限界・

塑性限界試験結果を第 10 表に示す。 
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第 16 図 正規圧密時の内部摩擦角と塑性指数の関係 

 

 

第 17 図 塑性図による粘性土の分類 

 

第 10 表 埋戻土（粘性土）の液性限界・塑性限界試験結果 

 

 

６．解析用物性値（セルラーブロック）の設定根拠 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）に近接する施設護岸を構成する上

部工コンクリート及びセルラーブロックのモデル化にあたって

は，要素間の滑り・剥離を考慮するため，ジョイント要素でモデ

ル化している。また，セルラーブロックの中詰材の剛性は考慮し
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ない。解析モデル図を第 18 図に示す。 

せん断抵抗角は港湾基準に準拠し，第 11 表に示す摩擦係数の考

え方を踏まえ設定した。港湾基準より引用した静止摩擦係数の値

を第 19 図に示す。 

なお，粘着力については，上部工コンクリート及びセルラーブ

ロックは完全に分離した構造物同士であることから，粘着力は考

慮しない。 

 

 

第 18 図 解析モデル図 

 

第 13 表 ジョイント要素に考慮した摩擦係数の根拠 

 

 

 

第 19 図 静止摩擦係数の値（港湾基準より引用） 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）に近接する施設護岸を構成するセ

ルラーブロックのうち，最下部のセルラーブロック（栗石充填）

と基礎捨石の境界のジョイント要素については，港湾基準に準拠

し摩擦係数 0.7と設定した。施設護岸部の解析モデル拡大図を第

20 図に，セルラーブロック断面図（例）を第 21 図に示す。 
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港湾基準では，底版のないセルラーブロックの滑動の性能照査

に用いる摩擦係数の特性値は，厳密には鉄筋コンクリート底版の

受ける反力については 0.6，中詰石底部の受ける反力については

0.8を用いて計算すべきであるが，便宜上 0.7としてもよい，とさ

れている。港湾基準より引用した静止摩擦係数の値を第 22 図に示

す。 

島根原子力発電所の施設護岸へ用いたセルラーブロックの鉄筋

コンクリート部と中詰部の面積比を考慮して摩擦係数の平均値を

算定した結果，0.71となることから，港湾基準に示される摩擦係

数 0.7と設定することは妥当と判断する。 

 

 

 

第 20 図 施設護岸部 解析モデル拡大図 

 

 

第 21 図 セルラーブロック断面図（例） 
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第 22 図 静止摩擦係数の値（港湾基準より引用） 
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（参考資料８） 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）に近接する施設護岸の役割 

 

耐震性の低い施設護岸が防波壁（多重鋼管杭式擁壁）に近接し

ていることから，防波壁への受動抵抗として作用しているか確認

するため，防波壁と施設護岸の位置関係を踏まえて，防波壁（多

重鋼管杭式擁壁）改良地盤部（②－②）断面および施設護岸前出

し部（③－③）断面を選定し，基準地震動 Ssにおける周辺地盤の

水平有効応力を確認する。 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）改良地盤部（②－②）断面におけ

る基準地震動 Ssによる２次元 FEM解析（有効応力解析）の結果か

ら，防波壁の鋼管杭曲げモーメント最大時刻において，周辺地盤

の水平有効応力の分布を第 1 図に示す。鋼管杭が海側へ変形した

場合，改良地盤部及び根入れ部（岩盤）に圧縮側の水平応力が発

生し，鋼管杭の変形を抑制しており，施設護岸及びその周辺の埋

戻土等の水平応力は比較的小さく，施設護岸による受働抵抗は小

さい。また，鋼管杭が陸側へ変形した場合は，根入れ部（岩盤）

において圧縮側の水平応力が発生し，施設護岸の水平応力は周辺

の埋戻土等と同程度である。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）施設護岸前出し部（③－③）断面

における基準地震動 Ssによる２次元 FEM解析（有効応力解析）の

結果から，防波壁の鋼管杭曲げモーメント最大時刻において，周

辺地盤の水平応力の分布を第 2 図に示す。鋼管杭が海側に変形し

た場合，根入れ部（岩盤）に圧縮側の水平応力が発生し，鋼管杭

の変形を抑制しており，施設護岸と鋼管杭の間の埋戻土と施設護

岸背後の埋戻土の水平応力の値が同程度であることから，施設護

岸は応力をそのまま伝達しており，鋼管杭に対する応力低減作用

は生じていない。また，鋼管杭が陸側へ変形した場合，根入れ部

（岩盤）において圧縮側の水平応力が発生し，鋼管杭の変形を抑

制していることから，施設護岸による受働抵抗は小さい。 

以上より，鋼管杭は主に改良地盤及び根入れ部（岩盤）により

変形が抑制されており，施設護岸による受動抵抗の影響は小さい

ことを確認した。 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 
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第 1 図 鋼管杭の曲げモーメント最大時刻における水平有効応力

分布図（改良地盤部（②－②）） 

 

 

 

第 2 図 鋼管杭の曲げモーメント最大時刻における水平有効応力

分布図（施設護岸前出し部（③－③）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改良地盤部（②－②）断面図

鋼管杭が海側へ変形した場合 鋼管杭が陸側へ変形した場合

施設護岸 鋼管杭

改良地盤

施設護岸 鋼管杭

改良地盤

0 80 160 240 320 400

圧縮側の応力を示す。

多重鋼管杭式
擁壁延長約430m

Ｎ

②

②

施設護岸前出し部（③－③）断面図

鋼管杭が海側へ変形した場合 鋼管杭が陸側へ変形した場合

鋼管杭 施設護岸 鋼管杭 施設護岸

0 80 160 240 320 400

圧縮側の応力を示す。

多重鋼管杭式
擁壁延長約430m

Ｎ

③

③
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（参考資料９） 

 

防波壁（波返重力擁壁）のケーソンの設計方針 

 

１．既設の護岸の構造変更に係る主な経緯 

防波壁（波返重力擁壁）の構造変更に係る主な経緯を第 1 表に，

構造図を第 1 図に示す。 

防波壁（波返重力擁壁）のうち既設の護岸は，３号炉増設時に

建設されている。その後，平成 23年 3月の東北地方太平洋沖地震

を踏まえ，重力擁壁の嵩上げを実施し，津波対策施設として港湾

の施設の技術基準適合性確認を受けている。 

 

第 1 表 構造変更に係る主な経緯 

 

 

 

第 1 図 防波壁（波返重力擁壁）断面図 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 
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２．新規制基準における要求性能及び性能照査 

新規制基準において，津波防護施設は，基準地震動Ｓｓ並びに

入力津波に対し，津波防護施設が要求される機能を損なうおそれ

がないよう，構造物全体としての変形能力に対し，十分な構造強

度を有するとともに，浸水及び漏水を防止することが要求性能と

されている。 

防波壁（波返重力擁壁）は津波防護施設であることから，その

構成部位であるケーソンの照査に当たっては，要求性能及び性能

目標を新規制基準に従い設定する。 

島根 2号炉のケーソンの性能目標は，地震，津波後の再使用性

を考慮し，「概ね弾性状態に留まること」とし，照査部位につい

ては，構成部材（底版，フーチング，側壁及び隔壁）のうち，供

用時の施設の健全性確保の観点から，底版，フーチング及び側壁

とする。また，照査項目は曲げ破壊及びせん断破壊とし，許容限

界を短期許容応力度とする。 

なお，港湾基準の津波対策施設では，永続状態及び変動状態に

ついては使用性を要求性能としており，さらに，偶発状態（主た

る作用が津波，レベル２地震動等）における損傷が，軽微な修復

により機能回復できることを要求性能としている。 

ケーソンの設計方針について第 2 表に示す。 

 

第 2 表 島根 2号炉のケーソンの設計方針 
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【参考１】 既設の護岸の設計概要（3号炉増設時） 

既設の護岸は，JEAG4601-1987では「その他土木構造物（港湾施

設）」に分類されており，耐震設計において参考とする基準，指

針等として，「港湾基準（昭和 55年度版）」が示されている。3

号増設時の港湾基準の最新版は平成 11年度版であり，既設の護岸

はこれに基づいて耐震設計を実施した。 

港湾基準（H11）では，「護岸の構造は，仮土留めを除き，重力

式係船岸，矢板式係船岸，鋼矢板セル式係船岸等の構造形式と類

似しているので，設計に当たっては，係留施設の関連部分を参照

することができる」としている。護岸の安定計算は係留施設の「重

力式係船岸」を参照し，プレキャストコンクリート部材であるケ

ーソンについては，港湾基準（H11）に従い照査した。第 2図に，

港湾基準に基づき作成した港湾施設における施設分類を示す。第 3

図に，港湾基準（H11）に基づくケーソンの設計順序を示す。 

設計状態としては，供用時のレベル１地震動及び変動波浪の変

動状態に加え，施工中の浮遊時及び冬季波浪時等の厳しい状態を

考慮した設計を行っている。 

 

 

第 2 図 港湾施設における施設分類（港湾基準に基づき作成） 
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第 3 図 ケーソンの設計順序（港湾基準（H11）に基づき作成） 

 

【参考２】 港湾基準上のケーソンの要求性能 

港湾基準で示されたケーソンの各部位に関する性能規定及び設

計状態に関する設定を第 3 表～第 6 表に示す。ここでは，供用時

（完成時）の検討対象部材である底版及びフーチングと側壁につ

いて示す。第 7 表に護岸の作用の組合せと荷重係数の一覧表を示

す。本表は港湾基準に記載されている「岸壁」の作用の組合せと

荷重係数の一覧表を引用したものである。供用時（完成時）の検

討対象部材は，底版及び側壁と示されている。 

表で示される使用性とは，使用上の不都合を生じずに施設等を

使用できる性能のことであり，作用に対して想定される施設の構

造的な応答においては，損傷の可能性が十分に低いこと，又はわ

ずかな修復により速やかに所要の機能が発揮できる程度の損傷に
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留まることである。なお，基準省令では，使用性の規定を，原則

として「作用による損傷等が，当該施設の機能を損なわず継続し

て使用することに影響を及ぼさないこと」と表記している。 

 

第 3 表 ケーソンの底版及びフーチングに関する性能規定及び設

計状態（主たる作用が自重の永続状態）に関する設定 

 

 

第 4 表 ケーソンの底版及びフーチングに関する性能規定及び設

計状態（主たる作用が変動波浪の変動状態）に関する設定 

 

 

第 5 表 ケーソンの底版及びフーチングに関する性能規定及び設

計状態（主たる作用が浮遊時の水圧及びレベル１地震動の変動状

態）に関する設定 

 

 

第 6 表 ケーソンの側壁に関する性能規定及び設計状態（偶発状

態を除く）に関する設定 
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一般的な形状のケーソン各部の名称を第 4 図に示し，構成部材

と役割等について第 7 表のとおり整理する。 

 
第 4 図 ケーソン各部の名称（港湾基準 図-参 1.2.1を加筆・

修正） 

 

第 7 表 ケーソン構成部材の役割，照査要否，及び照査方法 

 

 

【参考３】 港湾基準上の防波壁の位置付け及び要求性能 

港湾基準において，津波対策施設の要求性能は，使用性に加え

て，津波，レベル２地震動等の作用による損傷等が，軽微な修復

による当該施設の機能の回復に影響を及ぼさないこと（修復性）

が追加される。第 5 図に，港湾基準における津波対策施設の要求

性能を示す。 

津波対策施設を構成する部材については，主たる作用が津波又

はレベル２地震動である偶発状態に対して，作用による損傷の程

度が限界値以下であることとされている。 
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第 5 図 港湾基準における津波対策施設の要求性能 

 

【参考４】 既設の護岸の性能照査検討ケース 

港湾基準（H11）に準じて設計した 3号増設時のケーソン設計に

おける検討ケースの例を第 8 表に示す。なお，港湾基準で「側壁」

と記載されている部材は，港湾基準（H11）では「外壁」として表

記されている。 

 

第 8 表 ケーソン性能照査における検討ケース（標準部①（地

盤改良部）ケーソンの例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【港湾の施設の技術上の基準を定める省令 第七条 第２項 第二号】
津波から当該施設の背後地を防護する必要がある施設を構成する部材の要求性能にあっては，津波，レベル二地震動等の作用に
よる損傷等が，軽微な修復による当該施設の機能の回復に影響を及ぼさないこと。

【港湾の施設の技術上の基準の細目を定める告示 第二十二条 第１項 第二号】
津波から背後地を防護する必要がある施設を構成する部材にあっては，主たる作用が津波又はレベル二地震動である偶発状態に
対して，作用による損傷の程度が限界値以下であること。

条 項 号 条 項 号
状
態

主たる作用 従たる作用

7 2 2 22 1 2

修
復
性

偶
発

津波
（Ｌ２地震動）

－ 損傷 －

要
求
性
能

省令 設計状態

照査項目 標準的な限界値の指標

告示

津波対策施設の構造部材に共通する性能規定及び設計状態（偶発状態に限る）に関する設定

港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成19年）より引用

終局限界状態 使用限界状態 疲労限界状態

底
版

外
壁

隔
壁

ﾌｰ
ﾁﾝ
ｸﾞ

底
版

外
壁

隔
壁

ﾌｰ
ﾁﾝ
ｸﾞ

底
版

外
壁

隔
壁

ﾌｰ
ﾁﾝ
ｸﾞ

製作時 ○ ○

進水時
浮遊時

○ ○ ○ ○ ○ ○

注水時 ○ ○

中詰ｺﾝｸﾘｰﾄ打設前 ○ ○

据
付
後

施
工
時

波の山※１ ○ ○ ○

波の谷※２ ○ ○ ○

完
成
時

波の山※１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

波の谷※２ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

地震時 ○ ○ ○

※１ 波浪に関する変動状態における波の山作用時であり，作用の方向は外部からの作用である。
※２ 波浪に関する変動状態における波の谷作用時であり，作用の方向は内部からの作用である。
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【参考５】 ケーソンの設計における設計状態 

護岸の作用の組合せと荷重係数の一覧表を第 9 表に示す。本表

は港湾基準に記載されている「岸壁」の作用の組合せと荷重係数

の一覧表を引用したものである。 

供用時（完成時）の検討対象部材は，底版及び側壁と示されて

いる。 

 

第 9 表 作用の組合せと荷重係数（港湾基準 p.498表-1.2.1より

引用） 

 
 

【参考６】 ケーソンの設計における作用イメージ図 

ケーソンの各部材の性能照査に用いる作用のイメージ図を第 6

図に示す。作用の考え方は港湾基準に準じている。 

港湾基準においては，「内部土圧は，壁の内のりに等しい深さ

まで増加するが，それ以降は増加しないものとすることができる」

と記載されている。 

津波時における内部土圧は，静的解析を行うことから静止土圧

を作用させる。2次元 FEMモデルにおける地震応答解析では，内部

土圧を付加質量として壁に作用させ，動土圧として評価する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

状
態

設計状態 自重 静水圧
内部
水圧

内部
土圧

底版
反力

上載
荷重

動水圧
地震動
作用時の
底版反力

施工時荷重

備考

据付時 静水時

供
用
時

自重に関す
る永続状態

0.9
(1.0)

1.1
(1.0)

1.1
(1.0)

0.8
(0.5)

底版（上載
荷重は底版
反力分）

内部土圧に
関する永続
状態

1.1
(1.0)

1.1
(1.0)

側壁

レベル1地震
動に関する
変動状態

1.0
(－)

1.0
(－)

1.0
(－)

1.0
(－)

底版（上載
荷重は地震
動作用時）

1.0
(－)

1.0
(－)

1.0
(－)

側壁

施
工
時

浮遊時の水
圧に関する
変動状態

0.9
(0.5)

1.1
(0.5)

底版
（浮遊時）

1.1
(0.5)

側壁
（浮遊時）

据付時の水
圧に関する
変動状態

1.1
(0.5)

隔壁
（据付時）

・護岸（岸壁）

・下段の（ ）内は，使用限界状態検討時の荷重を示している。
・なお，偶発状態においては，荷重係数を1.0としてよい。
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第 6 図 ケーソンの各部材の性能照査に用いる作用イメージ図 

 

【参考７】 最新の港湾基準（H30）における照査方法の採用 

港湾基準の最新版は平成 30年度版であり，護岸や重力式係船岸

に係る平成 19年度版からの改訂内容は，生産性の向上の推進に向

けた規定の拡充として，「荷重抵抗係数アプローチによる部分係

数法の導入」と防災・減災対策の強化に係る規定の拡充として，

「防波堤における津波作用時の波力式の改訂」である。 

「荷重抵抗係数アプローチによる部分係数の導入」では，設計

の効率化を図るため，従来の部分係数法（個々のパラメータに部

分係数を乗じる方法）から，作用の項及び抵抗の項に集約した部

分係数を乗じる方法を導入している。また，「防波堤における津

波作用時の波力式の改訂」では，平成 23年 3月の東北地方太平洋

沖地震を踏まえて，津波波圧算定に関する記載が追加されている。

ケーソン各部位の照査においては，これらの改訂内容を反映した

照査を行うものとする。 

港湾基準（H19）では津波の波力として，海中の防波堤等の直立

壁に作用する津波波圧算定式である谷本式が示されていたが，港

湾基準（H30）では，海中の直立壁に作用する津波波力については，

東北地方太平洋沖地震後に作成された「防波堤の耐津波設計ガイ

ドライン※１」に基づき，波状段波や越流の発生の有無を考慮し

た津波波力の算定手順が示されている。また，陸上の直立壁に作

用する津波波力については，「津波を考慮した胸壁の設計の考え

方（暫定版）※２」に従って，越流の発生の有無を考慮した波力

算定式が示されている。 
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島根 2号炉における津波波圧は，港湾基準（H30）に基づき算定

することを基本とするが，３次元津波シミュレーション解析等の

方法により，ソリトン分裂や砕波の影響を確認し，適切な津波波

圧算定式により津波波力を算定することとする。防波堤に対する

津波波力算定手順を第 7 図に示す。 

※１ 国土交通省港湾局：防波堤の耐津波設計ガイドライン，

2015 

※２ 水産庁漁港漁場整備部防災漁村課・国土交通省港湾局海

岸・防災課：津波を考慮した胸壁の設計の考え方，2015 

 

 
第 7 図 防波堤に対する津波波力算定手順（港湾基準（H30）よ

り抜粋） 
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（参考資料１０） 

 

施設護岸の役割の検討 

 

１．検討方針 

防波壁（多重鋼管杭式）の前面または背面には，施設護岸が近

接して設置されている。地震時の検討においては，施設護岸はそ

の形状を適切にモデル化し，有効応力解析により耐震性を評価す

る。これにより，防波壁への波及的影響を考慮する。また，津波

時においては，防波壁の設置状況に応じた地盤ばねを設定し，津

波波圧を作用させて静的フレーム解析により耐津波性を評価す

る。一方で，施設護岸については，耐震性が低く，その損傷によ

る防波壁へ影響を及ぼす可能性が考えられることから，それが損

傷した場合の防波壁への影響を確認する。 

ここでは，施設護岸が地震により損傷した場合の防波壁の「耐

震性」，「耐津波性」及び「止水性」に与える影響を確認し，施

設護岸の取り扱いを評価する。施設護岸の地震による損傷の程度

を評価することが困難であることから，保守的に，施設護岸が無

いものと仮定した状態における防波壁への影響（耐震性）及び地

震による損傷後に津波が襲来した場合の津波の地盤中からの回り

込みによる影響（止水性）について検討する。なお，「耐津波性」

については，防波壁前面において地形変状が発生する可能性を踏

まえ，施設護岸等が無いものとして津波波圧を作用させた検討を

実施し，構造成立性を確認している（添付資料２５「２．構造成

立性評価」参照）。 

 

 

第 1 図 検討概要図 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多重鋼管杭式
擁壁延長約430m

EL15m

消波ブロック

捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

←海 陸→

改良
地盤①

砂礫層

被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造）

被覆石

鋼管杭

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

【止水性】
津波による
洗掘の考慮

施設護岸及び
埋戻土が
無いと仮定

【耐震性】
地震による
損傷の考慮

基礎捨石

：防波壁前面では，地震により地形変状が発生する
可能性を踏まえ，施設護岸及び埋戻土の受働抵抗に
関する物性値を考慮しない
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２．耐震性の検討方針 

施設護岸が地震により損傷することによる防波壁への影響（耐

震性）の検討は，防波壁前面の施設護岸及び埋戻土が無いと仮定

した場合の解析を実施することにより行う。 

施設護岸等が無いと仮定した検討は，第 2 図に示すとおり施設

護岸が防波壁より海側及び陸側に位置する断面について実施す

る。施設護岸が防波壁より海側に位置する断面として，鋼管杭が

長く埋戻土層厚が厚いことから，鋼管杭への影響が最も大きいと

判断する「一般部（①－①断面）」及び施設護岸の下部に砂礫層

が位置し，鋼管杭の前面に地盤改良を実施した「地盤改良部断面

（②－②断面）」を選定する。また，施設護岸が防波壁より陸側

に位置する断面として「施設護岸前出し部（③－③断面）」を選

定する。 

なお，「取水路横断部（④－④断面）」，「北東端部（⑤－⑤

断面）」及び「西端部（⑥－⑥断面）」については，第 1 表に示

すとおり，鋼管杭長及び周辺状況を踏まえ，地震時の鋼管杭への

影響が最も大きいと考える①－①，②－②及び③－③断面の検討

結果に包含されると判断した。 

 

 

第 2 図 選定した各断面の検討概要図 

 

第 1表 施設護岸等が無いと仮定した検討対象断面の選定理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：防波壁前面では，地震により地形変
状が発生する可能性を踏まえ，施設
護岸及び埋戻土の受働抵抗に関する
物性値を考慮しない

多重鋼管杭式
擁壁延長約430m

①

①

②

②

③

③

④

④

⑥

⑥

⑤

⑤

鋼管杭被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造）

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

←海 陸→EL+15m

被覆石
基礎捨石

一般部（①－①断面）

被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造） 鋼管杭

地盤改良部断面（②－②断面）

EL15m

消波ブロック

捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

改良
地盤①

砂礫層

被覆石 埋戻土
（掘削ズリ）

基礎捨石

施設護岸
被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造） 鋼管杭

施設護岸前出し部（③－③断面）

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

被覆石

基礎捨石

←海 陸→

検討対象
断面

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

一般部（①-①断面） 改良地盤部（②-②断面） 施設護岸前出し部（③-③断面）

類似断面 西端部（⑥-⑥断面） －
取水路横断部（④-④断面），
北東端部（⑤-⑤断面）

選定
理由

・①－①断面は，施設護岸
が防波壁より海側に位置す
る断面であり，同様の周辺
状況である⑥－⑥に比べて
鋼管杭が長く埋戻土層厚が
厚いことから，鋼管杭への影
響が大きい①－①断面を検
討対象断面に選定する。

・②－②断面は，鋼管杭の前面
に改良地盤を実施した断面であ
り，①－①，③－③～⑥－⑥
断面とは異なる周辺状況である
ことから，②－②断面を検討対
象断面に選定する。

・③－③断面は，施設護岸が防波壁陸
側に位置する断面である。同様の周辺
状況である④－④断面は防波壁北側
に２号炉取水槽が隣接しており，また，
⑤－⑤断面は防波壁位置に施設護
岸が配置されており，これらに比べて鋼
管杭への地震時土圧が大きい③－③
断面を検討対象断面に選定する。
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３．耐震性の検討結果 

施設護岸が地震により損傷することによる防波壁への影響（耐

震性）の検討は，施設護岸及び埋戻土の受働抵抗に関する物性値

を考慮しないよう，剛性を低下させる（剛性を一律 1/1000以下と

する）。なお，施設護岸及び埋戻土の重量は変更しない。 

防波壁周辺の施設護岸及び埋戻土が無いと仮定した場合の解析

の結果を第 3 図に示す。なお，ここでは鋼管杭の構造成立性検討

結果において最も厳しい損傷モードである曲げにより照査を行っ

た。 

基準地震動Ｓｓ-Ｄによる地震応答解析の結果，施設護岸が無い

と仮定した場合の鋼管杭の曲げに対する安全率は 1以上となり，

構造が成立することを確認した。 

 

第 3 図 降伏モーメントに対する照査結果（最小安全率時） 

 

４．止水性の検討結果 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）については，鋼管杭間をグラウト

材（水ガラス系固化材）で充填しているが，施設護岸等が無いと

仮定し，杭間に直接津波波圧が作用した場合の津波の地盤中から

の回り込みに対して万全を期すため，防波壁の背後に止水性を有

する地盤改良を実施する対策を行う。 

防波壁背後の地盤改良後，防波壁前面の施設護岸及び埋戻土が

無いと仮定した場合の浸透流解析を実施した。ここで，津波水位

は保守的に EL15mとし，透水係数は下表のとおり設定した。 

解析の結果，EL+15m に津波が滞留した状態においても，防波壁

より敷地側に浸水は認められないことを確認した。 

なお，防波壁の背後に実施する地盤改良の仕様は詳細設計段階

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面
評価
部位

最小安全率
となる部位

地震動
最小安全率

（施設護岸がない場合）

一般部
（①－①断面）

鋼管杭
地中部※

【4重管構造】
Ｓｓ-D

1.43

地盤改良部断面
（②－②断面）

1.82

施設護岸前出し部
（③－③断面）

1.61

※ 地中部【4重管構造】は，安全率が最も小さくなる外側から2つ目の鋼管杭φ2000(SKK490)の数値を示す。

多重鋼管杭式
擁壁延長約430m

①

①

②

②

③

③
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において説明する。 

 

 

第 4 図 改良地盤の設置イメージ図（例） 

 

第 2 表 透水係数一覧 

 

 

 

第 5 図 ２次元浸透流解析結果（②－②断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鋼管杭被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造）

地盤改良

（陸側）

グラウト材
（水ガラス系固化材）

（海側）

2200mm 2200mm
300mm

津波

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

←海 陸→EL+15m

被覆石
基礎捨石

追加
改良地盤

地盤材料 透水係数(m/s) 摘要

岩盤 1×10-5 CL級岩盤と仮定

埋戻土 2×10-3

防波壁・改良地盤 1×10-7

2次元浸透流解析結果

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

←海 陸→

10日後

６日後
２日後

初期水位
（EL+0.3ｍ）

津波高（EL15m）
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（参考資料１１） 

 

防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）の地盤改良 

 

防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）RC床板部の改良地盤（鋼管杭前面）

の地震時における全時刻での局所安全率の逆数(1/fs)の分布を第

1 図に，照査項目，許容限界を第 1 表に示す。 

改良地盤は，局所安全率の逆数が概ね 1/fs≦0.83（fs≧1.2）と

なり，また，0.83≦1/fs≦１（1≦fs≦1.2）となる領域はわずか

となっており，破壊領域が存在しないことを確認した。 

 

 

第 1 図 検討概要図 

 

第 1 表 改良地盤（鋼管杭前面）の照査項目，許容限界 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【女川2】 

設備の相違による記載

の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価部位 検討ケース 解析方法 照査項目 設計で用いる許容限界 適用基準

改良地盤 地震時
2次元動的ＦＥＭ解析
（有効応力解析）

すべり安全率 すべり安全率1.2以上 耐津波設計に係る工認審査ガイド
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